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3１．はじめに

◼ 第3回本作業会で整理した主要論点において、同期・電圧・周波数制約について電制対象箇所の考え方を整理す
ることとしている。

◼ また、第5回本作業会において、主に同期安定性の面から、N-1故障及びN-2故障に関する事故様相、および安
定化の考え方について現状の実態を調査し、今後の検討の進め方を整理したところ。

◼ 今回、現行のN-1電制（熱）の電制対象箇所の考え方を踏まえて、熱以外の制約要因の妥当な選定方法として
在るべき考え方を整理した。また、一般送配電事象者に電制対象箇所の考え方に関するアンケートを実施し、ある
べき考え方からの乖離実態を確認の上、今後の対応について整理したため、ご議論いただきたい。



4（参考）電制電源選定に関する課題（１）

出所）第3回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2024年10月10日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_3_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_3_03.pdf


5（参考）電制電源選定に関する課題（２）

出所）第3回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2024年10月10日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_3_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_3_03.pdf


6（参考）想定故障の違い等について

出所）第5回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年1月24日）資料5をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_5_05.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_5_05.pdf


7２．（現状認識）制約要因における電制の考え方（熱容量）

◼ N-1電制（熱）の電制対象箇所の考え方に関する一般送配電事業者へのアンケートの結果、原則N-1電制ガイ
ドラインの考え方に基づき選定していることが確認出来た。

◼ N-1電制ガイドラインでは、復旧時への影響緩和やコスト最小化の観点から、以下のような選定対象の優先順位を
設定している。特に、下記１．の潮流抑制効果を優先すること、加えて電制対象電源の「地点」、「大きさ」、「系統
混雑時の混雑見通し」の３つの観点を考慮することが整理されている。

1. 潮流の抑制効果が大きい（電制台数の削減、抑制量の適正化 等）

2. 電制後の再起動時間が短い

3. 機会損失費用が少ない（発電単価が高価、起動費が安価 等）

4. 電制装置の設置費用が安い（通信回線費用が安価 等）

出所）流通設備の整備計画の策定（送配電等業務指針第５５条関連）におけるＮ－１電制の考え方について
https://www.occto.or.jp/access/oshirase/2018/files/20250123_n-1densei.pdf

https://www.occto.or.jp/access/oshirase/2018/files/20250123_n-1densei.pdf


8（参考）一般送配電事業者へのアンケート結果（熱容量）

出所）第5回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年1月24日）資料5をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_5_05.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_5_05.pdf


9２．（現状認識）制約要因における電制の考え方（同期安定性制約）

◼ 定性的には、電制が同期安定性に与える要素は複数ある。

➢ 電制により送電線に流れる潮流が減少することで、発電機の相差角のねじれが緩和され、同期安定性が向上。

➢ 安定化効果の小さい発電機を電制した場合、送電線に流れる潮流は減少するものの、発電機の相差角のねじ
れは緩和されず、行き場を失ったエネルギーが発電機の加速に使われ、同期安定性が悪化。

◼ 上記より同期安定性維持のための安定化効果の大小は、エリアごとの電源スペック（励磁装置やPSSなどの制
御系含む）や系統構成によって左右されるため、熱容量のような単純な優先順位を定めることは困難であり、電制
対象の選定にあたっては、Y法やS法などのシミュレーション結果を踏まえ、安定化効果の高い電源を選定する必
要があるか。

発電機タービン
電気
出力

機械
入力

Pm Pe

Pm

Pe  

：蒸気圧、水圧等タービンを回す力
⇒ ほぼ一定と仮定

：発電機より出力される有効電力

⇒ 系統電圧が低下すると減少

Pe  =
Vr × Vs

X
sinδ

系統電圧が低下

電気出力が減少
Pm ＞ Pe

発電機に回転エネルギーが蓄積
発電機が加速

位相角が開き同期安定度が悪化

出所）第1回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2024年7月19日）資料6
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_1_06.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_1_06.pdf


10２．（現状認識）制約要因における電制の考え方（同期安定性制約）

◼ 一般送配電事業者へのアンケートの結果、同期安定性維持のための電制対象は、エリアの太宗がY法などのシミュ
レーション結果を踏まえ安定化効果の高い電源を選定している。

➢ 地域間連系線

✓ N-2故障（交流連系線2回線故障など）時の同期安定性が制約要因となり得る連系線の両端エリア
（東北・北陸・中国・九州）において適用。

✓ これらのエリアでは、基本的な考え方としては共通して安定化効果の高い電源として、高出力機、非電制時
の内部相差角の増加速度が速い、電気的距離が遠い電源を選定していたが、設備形成面での特徴（東
北エリアでは、異電圧ループ系統構成しており、電制適用線路と電気的距離が短く、発電機容量が大きい
電源を選定）などを踏まえて違いが見られた。

➢ 地内送電線

✓ 同期安定性向上を目的とした電制装置は、N-1故障時で一部エリア（東京・中部・関西）、N-2故障時
では、全エリアで適用。

✓ 電制対象電源の選定の考え方は、大宗のエリアで安定化効果の高い電源として、高出力機、非電制時の
内部相差角の増加速度が速い電源、電気的距離が遠い電源を選定。

✓ 北海道エリアにおいては、想定故障による電制電源候補が単一の電源に限られるため、「未整理」となってい
るが、実質的には他エリアと同等の「安定化効果の高い電源を選定」と同義と考えられる。



11（参考）一般送配電事業者へのアンケート結果（同期安定性）＜地域間連系線＞

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

電制適用実績 なし あり なし なし あり なし あり なし あり

電制電源
選定方法

－
安定化効果の高い

電源※1,3 － －
安定化効果の高い

電源※1 －
安定化効果の高い

電源※1 －
安定化効果の高い

電源※1

電制安定化効果
確認方法

－ Y法SIM － － Y法SIM － Y法SIM － Y法SIM

実指令時の
電制電源・量の考え方

－
システム演算※2によ
り電制量最小とな
るよう一送が選定

－ －
システム演算※2によ
り電制量最小とな
るよう一送が選定

－
システム演算※2によ
り電制量最小とな
るよう一送が選定

－
システム演算※2によ
り電制量最小とな
るよう一送が選定

制御方法 － 系統安定化装置 － － 系統安定化装置 － 系統安定化装置 － 系統安定化装置

※1 高出力機、非電制時の内部相差角の増加速度が速い（あるいは脱調傾向にある）、電気的距離が遠い（内部相差角が大きい）を電制効果の高い電源として優先的に選定
（所内電源喪失とならないよう発電所を選定しているエリアもあり）

※2 オンラインで系統情報を系統安定化装置に取り込み、都度安定度計算をすることによって万一の故障時に最小限の電源制限量で同期安定性が維持できる電源制限電源（電制量）を演算
※3 なお、異電圧ループ系統を構成している東北エリアにおいては、電制適用線路と電気的距離が短く、発電機容量が大きい電源を安定化効果が大きい電源と考えている。

◼ 地域間連系線においては、N-1故障（交流連系線1回線故障および直流連系設備停止）時の同期安定性向
上を目的とした電制装置は、すべてのエリアで「適用実績なし」であった。

◼ 他方、N-2故障（交流連系線2回線故障など）時の同期安定性向上を目的とした電制装置は、同期安定性が
制約要因となり得る連系線の両端エリア（東北・北陸・中国・九州）で「適用実績あり」であった。

◼ 基本的な考え方としては共通して安定化効果の高い電源として、高出力機、非電制時の内部相差角の増加速度
が速い、電気的距離が遠い電源を選定していたが、設備形成面での特徴（東北エリアでは、異電圧ループ系統構
成しており、電制適用線路と電気的距離が短く、発電機容量が大きい電源を選定）などを踏まえて違いが見られた。



12（参考）一般送配電事業者へのアンケート結果（同期安定性）＜地内送電線１＞

◼ 地内送電線においては、N-1故障時の同期安定性向上を目的とした電制装置は、一部エリア（東京・中部・関
西）で「適用実績あり」であった。

◼ 電制対象電源の選定の考え方は、各エリアとも共通であり、安定化効果の高い電源として、高出力機、非電制時の
内部相差角の増加速度が速い電源、電気的距離が遠い電源を選定している。

◼ 実指令時の電制電源・量の考え方としては、いずれのエリアもシステム演算等により系統状況等に応じた最低限の電
制量となるよう電制対象を選定している。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

電制適用実績 なし なし あり あり なし あり なし なし なし

電制電源
選定方法

－ －
安定化効果の高い

電源※1

安定化効果の高い
電源※1 －

安定化効果の高い
電源※1,3 － － －

電制安定化効果
確認方法

－ － Y法SIM Y法SIM － Y法SIM － － －

実指令時の
電制電源・量の考え方

－ －

システム演算により
電制量最小となる
電制対象の組合せ

を選定※5

システム演算※2によ
り電制台数最小と
なるよう一送が選定

－
事前の検討※4によ
り電制量が最小と

なるよう一送が選定
－ － －

制御方法 － － 系統安定化装置 系統安定化装置 － 保護RY － － －

※1 高出力機、非電制時の内部相差角の増加速度が速い（あるいは脱調傾向にある）、電気的距離が遠い（内部相差角が大きい）を電制効果の高い電源として優先的に選定
※2 オンラインで系統情報を系統安定化装置に取り込み、都度安定度計算をすることによって万一の故障時に最小限の電源制限量で同期安定性が維持できる電源制限電源（電制量）を演算
※3 関西エリアの場合、長距離の水力幹線の同期安定性が制約要因となっている箇所では、1ユニット単位の電制では改善効果も小さいため、安定化効果の高い線路を選定
※4 関西エリアの場合、保護Ryで設備構築している為、事前のSim結果をもとに事故様相やキック潮流に応じた電制量となるよう整定
※5 各事故様相における安定度限界潮流（遮断目標量）を事前検討で確認し、リレー整定することで事故様相に応じた電制量としている。なお、一部系統では電制パターンが単一のため、電制対象の組合せはしない場合がある。



13（参考）一般送配電事業者へのアンケート結果（同期安定性）＜地内送電線２＞

◼ 地内送電線においては、N-2故障時の同期安定性向上を目的とした電制装置は、全エリアで「適用実績あり」を確
認した。

◼ 電制対象電源の選定の考え方は、大宗のエリアで安定化効果の高い電源として、高出力機、非電制時の内部相
差角の増加速度が速い電源、電気的距離が遠い電源を選定している。

◼ 実指令時には、大宗のエリアがシステムのオンライン演算により電制量最小となる電制電源を選定しており、関西エリ
アでは事前に検討した事故様相や電制が必要となる潮流整定に応じた電制量を電制量最小となるよう選定してい
る。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

電制適用実績 あり あり あり あり あり あり あり あり あり

電制電源
選定方法

複数の電制電源を
設定していないため、

未整理

安定化効果の高い
電源※1

安定化効果の高い
電源※1

安定化効果の高い
電源※1

安定化効果の高い
電源※1

安定化効果の高い
電源※1,3

安定化効果の高い
電源※1

安定化効果の高い
電源※1

安定化効果の高い
電源※1

電制安定化効果
確認方法

Y法SIM Y法SIM Y法SIM Y法SIM Y法SIM Y法SIM Y法SIM Y法SIM Y法SIM

実指令時の
電制電源・量の考え方

BGがあらかじめ
設定

システム演算※2によ
り電制量最小とな
るよう一送が選定

システム演算により
電制量最小となる
電制対象の組合せ

を選定※5

システム演算※2によ
り電制台数最小と
なるよう一送が選定

システム演算※2によ
り電制量最小とな
るよう一送が選定

事前の検討※4によ
り電制量が最小と

なるよう一送が選定

システム演算※2によ
り電制量最小とな
るよう一送が選定

システム演算※2によ
り電制量最小とな
るよう一送が選定

システム演算※2によ
り電制量最小とな
るよう一送が選定

制御方法 系統安定化装置 系統安定化装置 系統安定化装置 系統安定化装置 系統安定化装置 保護RY 系統安定化装置 系統安定化装置 系統安定化装置

※1 高出力機、非電制時の内部相差角の増加速度が速い（あるいは脱調傾向にある）、電気的距離が遠い（内部相差角が大きい）を電制効果の高い電源として優先的に選定
なお、電制により所内電源喪失とならないように複数ユニットの発電所を選定しているエリアや電制後に速やかに並列可能な電源（水力機、早期再並列の機能のある火力機）を優先するエリアもあり

※2 オンラインで系統情報を系統安定化装置に取り込み、都度安定度計算をすることによって万一の故障時に最小限の電源制限量で同期安定性が維持できる電源制限電源（電制量）を演算
※3 関西エリアの場合、長距離の水力幹線の同期安定性が制約要因となっている箇所では、1ユニット単位の電制では改善効果も小さいため、安定化効果の高い線路を選定している
※4 関西エリアの場合、保護Ryで設備構築している為、事前のSim結果をもとに事故様相やキック潮流に応じた電制量となるよう整定
※5 各事故様相における安定度限界潮流（遮断目標量）を事前検討で確認し、リレー整定することで事故様相に応じた電制量としている。なお、一部系統では電制パターンが単一のため、電制対象の組合せはしない場合がある。



14２．（現状認識）制約要因における電制の考え方（電圧安定性制約）

◼ 定性的には、電制が電圧安定性に与える要素は複数ある。

➢ 電制により、送電線に流れる潮流が減少することで、送電線の無効電力消費が小さくなり、電圧低下が抑制され
ることで、電圧安定性が向上。

➢ 電制により、事故後の電圧支持源である発電機が失われることで、電圧安定性が悪化。主に需要地点に近い
発電機を遮断することにより電圧安定性が悪化。

◼ 上記より、電圧安定性維持のための電制対象の選定についても、同期安定性の場合と同様に、Y法、L法やV法
などのシミュレーションなどにより効果量の高い電源を選定する必要があるか。

G

発電機

需要地近傍の発電機が電圧低下
を支えて電圧崩壊を回避

出所）第1回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2024年7月19日）資料6
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_1_06.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_1_06.pdf


15２．（現状認識）制約要因における電制の考え方（電圧安定性制約）

◼ 一般送配電事業者へのアンケートの結果、電圧安定性維持のための電制対象は、適用エリアがY法やL法などのシ
ミュレーション結果を踏まえ安定化効果の高い電源を選定している。

➢ 地域間連系線

✓ N-2故障時の電圧安定性向上を目的とした電制装置は、電圧安定性が運用容量の制約要因となってい
る関西中国間連系線（中国エリア）で適用。

✓ 電制対象電源の選定の考え方としては、安定化効果の高い電源として、事故後の健全回線への回り込み
潮流による無効電力損失の低減に効果的な電源を選定。

➢ 地内送電線

✓ 電圧安定性向上を目的とした電制装置は、N-1故障時で一部エリア（中部・四国）、N-2故障時では、
一部エリア（中部・中国）で適用。

✓ 電制対象電源は、各エリアとも安定化効果の高い電源（中部：電制により系統電圧の改善が図れる電
源、中国：事故後の健全回線への回り込み潮流による無効電力損失の低減に効果的な電源、四国：
潮流低減効果が大きい電源）を選定。



16（参考）一般送配電事業者へのアンケート結果（電圧安定性）＜地域間連系線＞

◼ 地域間連系線においては、N-1故障（交流連系線1回線故障および直流連系設備停止）時の電圧安定性向
上を目的とした電制装置は、すべてのエリアで「適用実績なし」であった。

◼ 地域間連系線においては、N-2故障時の電圧安定性向上を目的とした電制装置は、電圧安定性が運用容量の
制約要因となっている関西中国間連系線（中国エリア）で「適用実績あり」であった。

◼ 電制対象電源の選定の考え方としては、安定化効果の高い電源として、事故後の健全回線への回り込み潮流によ
る無効電力損失の低減に効果的な電源を選定しており、実指令時には、電制量最小（事故箇所毎に安定性向
上の効果がある電源を必要最小限選定）となるよう電制電源を選定。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

電制適用実績 なし なし なし なし なし なし あり なし なし

電制電源
選定方法

－ － － － － －
安定化効果の高い

電源※1 － －

電制安定化効果
確認方法

－ － － － － － Y法・L法SIM － －

実指令時の
電制電源・量の考え方

－ － － － － －
電制量最小となる
よう一送が選定※２ － －

制御方法 － － － － － － 系統安定化装置 － －

※1事故後の健全回線への回り込み潮流による無効電力損失の低減に効果的な発電機を選定
※2事故箇所毎に安定性向上の効果がある電源を必要最小限選定



17（参考）一般送配電事業者へのアンケート結果（電圧安定性）＜地内送電線１＞

◼ 地内送電線では、N-1故障時の電圧安定性向上を目的とした電制装置は、一部エリア（中部・四国）で「適用実
績あり」であった。

◼ 電制対象電源の選定は、各エリアとも安定化効果の高い電源（中部：電制により系統電圧の改善が図れる発電
機、四国：潮流低減効果が大きい電源）を選定している。

◼ 実指令時には、システム演算により電制量最小となるよう選定（加速度合いにより定められた電制順位）、四国は
電制量最小となるよう選定（ローカル系は時間的猶予がないため対象電源を一斉電制）している。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

電制適用実績 なし なし なし あり なし なし なし あり なし

電制電源
選定方法

－ － －
安定化効果の高い

電源※1 － － －
安定化効果の高い

電源※4 －

電制安定化効果
確認方法

－ － － Y法・L法SIM － － － Y法SIM －

実指令時の
電制電源・量の考え方

－ － －
システム演算※2によ
り電制台数最小と
なるよう一送が選定

－ － －
電制量最小となる
よう一送が選定※5 －

制御方法 － － － 系統安定化装置 － － － N-1電制装置 －

※1 Y法・L法シミュレーションを確認し、安定化の効果が高い発電機を優先して選定（基本的に、154kV以上に連系する不安定な発電機や他発電機を安定にする効果や電制により系統電圧の改善が図れる発電機などを選定）
※2 オンライン計算によって、基本的には、電制台数最小化を図り、過渡安定度と同じく加速度合いにより定められた電制順位により設定（当該送電線では、過渡安定度と電圧安定性の効果が高い順位が同等となるため）
※3 N-1ガイドラインに基づく一般負担
※4 電制による潮流低減効果が大きい電源を設定

なお、ローカル系統に現状設置している装置は、発電機の新規連系に伴って電圧安定性の問題が生じたことに起因するものであり、新規で当該送電線以下のローカル系統に連系した発電機を電制対象に設定
※5 ローカル系統の電制装置は、電圧安定性の場合、時間的猶予がないため対象電源を一斉電制



18（参考）一般送配電事業者へのアンケート結果（電圧安定性）＜地内送電線２＞

◼ 地内送電線では、N-2故障時の電圧安定性向上を目的とした電制装置は、一部エリア（中部・中国）で「適用実
績あり」であった。

◼ 電制対象電源は、各エリアとも安定化効果の高い電源（中部：電制により系統電圧の改善が図れる電源、中
国：事故後の健全回線への回り込み潮流による無効電力損失の低減に効果的な電源）を選定している。

◼ 実指令時には、中部はシステム演算により電制量最小となるよう選定（加速度合いにより定められた電制順位）、
中国は電制量最小となるよう選定（事故箇所毎に安定性向上の効果がある電源を必要最小限選定）している。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

電制適用実績 なし なし なし あり なし なし あり なし なし

電制電源
選定方法

－ － －
安定化効果の高い

電源※1 － －
安定化効果の高い

電源※4 － －

電制安定化効果
確認方法

－ － － Y法・L法SIM － － Y法・L法SIM － －

実指令時の
電制電源・量の考え方

－ － －
システム演算※2によ
り電制台数最小と
なるよう一送が選定

－ －
電制量最小となる
よう一送が選定※5 － －

制御方法 － － － 系統安定化装置 － － 系統安定化装置 － －

※1 Y法・L法シミュレーションを確認し、安定化の効果が高い発電機※を優先して選定（基本的に、154kV以上に連系する不安定な発電機や他発電機を安定にする効果や電制により系統電圧の改善が図れる発電機などを選定）
※2 オンライン計算によって、基本的には、電制台数最小化を図り、過渡安定度と同じく加速度合いにより定められた電制順位により設定（当該送電線では、過渡安定度と電圧安定性の効果が高い順位が同等となるため）
※3 N-1ガイドラインに基づく一般負担
※4 事故後の健全回線への回り込み潮流による無効電力損失の低減に効果的な発電機を選定
※5 事故箇所毎に安定性向上の効果がある電源を必要最小限選定



19２．（現状認識）制約要因における電制の考え方（周波数維持限度）

◼ 定性的には、電制が周波数維持（上昇側）に与える要素としては、速度調定率の違いによるGF量の差や、ガバナ
の時定数設定の違いによる応答速度の差があり、応答速度が早い電源を残した方が安定化には寄与するか。

◼ 定量的には、電制量に比べてガバナ応動による差は十分小さいと言えるか（下図参照）。

◼ 上記より、周波数維持（上昇側）のための電制対象の選定については、シミュレーションを必要とせず、熱容量と
同様に、周波数維持効果や再並列に要する時間の短さといった観点で優先順位を設定することでどうか※。

現在出力：400MW
定格出力：700MW

GF可能量:±35MW
（定格の5%と想定） GF可能量:±25MW

（定格の5%と想定）

▲400MW ▲25MW

▲300MW

▲35MW

現在出力：300MW
定格出力：500MW

発電機A 発電機B

（電制量大）

（GF量大）

発電機A

発電機A

発電機B

発電機B

電制

電制

発電機Aを電制
（電制量大の電源しゃ断）

発電機Bを電制
（GF量大の電源残し）

計：▲425MW

計：▲335MW

周波数維持効果は
電制量が支配的

※ 一般的に単独系統の規模であれば、周波数の安定化効果は電制量によって決まると考えられる。
（周波数の応動は、事故発生箇所と電制対象電源の電気的距離によらない）



20２．（現状認識）制約要因における電制の考え方（周波数維持限度）

◼ 一般送配電事業者へのアンケートの結果、周波数維持効果の高い電源を選定している。

➢ 地域間連系線

✓ N-2故障時の周波数維持を目的とした電制装置は、周波数維持限度が運用容量制約となり得る一部エ
リア（中部・北陸・四国・九州）で適用。

✓ 電制対象電源は、周波数維持効果の高い電源として、容量が大きい電源を優先的に選定。一部エリアで
（四国）で再起動の再起動時間を考慮。

➢ 地内送電線

✓ N-2故障時の、主に分離系統の周波数維持を目的とした電制装置は、一部エリア（中部・北陸・九州）
で適用。

✓ 電制対象電源は、周波数維持効果の高い電源として、容量が大きい電源を優先的に選定。



21（参考）一般送配電事業者へのアンケート結果（周波数維持）＜地域間連系線＞

◼ 地域間連系線においては、N-1故障（交流連系線1回線故障および直流連系設備停止）時の周波数向上を目
的とした電制装置は、すべてのエリアで「適用実績なし」であった。

◼ 地域間連系線においては、N-2故障時の周波数向上を目的とした電制装置は、周波数維持限度が運用容量制
約となる一部エリア（中部・北陸・四国・九州）で「適用実績あり」であった。

◼ 電制対象電源は、周波数維持効果の高い電源として、容量が大きい電源を優先的に選定している。

◼ 実指令時は、各エリアともシステム演算により電制量最小となるよう選定している。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

電制適用実績 なし なし なし あり あり なし なし あり あり

電制電源
選定方法

－ － － －※1 周波数維持効果の
高い電源※2 － －

周波数維持効果の
高い電源※2

周波数維持効果の
高い電源※2

電制安定化効果
確認方法

－ － － － － － － － －

実指令時の
電制電源・量の考え方

－ － －
システム演算により
電制台数最小とな
るよう一送が選定

システム演算※3によ
り電制量最小とな
るよう一送が選定

－ －
システム演算※4によ
り電制量最小とな
るよう一送が選定

システム演算に周
波数維持効果が高
い順に一送が選定

制御方法 － － － 系統安定化装置 系統安定化装置 － － 系統安定化装置 系統安定化装置

※1 周波数安定化の観点で電制装置の設置は設置しておらず、同期安定性維持のため設置した電制対象を流用する
※2 電源容量が大きい発電機を周波数維持効果が高い電源として優先的に選定
※3 公平性や電制後の公衆安全や需給調整への影響も考慮
※4 再起動の再起動時間を考慮
※5 ただし、1回線故障の場合はN-1ガイドラインにもとづく一般負担



22（参考）一般送配電事業者へのアンケート結果（周波数維持）＜地内送電線＞

◼ 地内送電線においては、N-1故障（交流連系線1回線故障および直流連系設備停止）時の周波数維持向上を
目的とした電制装置は、すべてのエリアで「適用実績なし」であった。

◼ 地内送電線においては、N-2故障時の、主に分離系統の周波数維持を目的とした電制装置は、一部エリア（中
部・北陸・九州）で「適用実績あり」であった。

◼ 電制対象電源は、周波数維持効果の高い電源として、容量が大きい電源を優先的に選定している。

◼ 実指令時は、各エリアともシステム演算により電制量最小となるよう選定している。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

電制適用実績 なし なし なし あり あり なし なし なし あり

電制電源
選定方法

－ － － －※1 周波数維持効果の
高い電源※2 － － －

周波数維持効果の
高い電源※2

電制安定化効果
確認方法

－ － － － － － － － －

実指令時の
電制電源・量の考え方

－ － －
システム演算により
電制台数最小とな
るよう一送が選定

システム演算※3によ
り電制量最小とな
るよう一送が選定

－ － －
システム演算に周

波数維持効果が高
い順に一送が選定

制御方法 － － － 系統安定化装置 系統安定化装置 － － － 系統安定化装置

※1 周波数安定化の観点で電制装置の設置は設置しておらず、同期安定性維持のため設置した電制対象を流用する
※2 電源容量が大きい発電機を周波数維持効果が高い電源として優先的に選定
※3 公平性や電制後の公衆安全や需給調整への影響も考慮
※4 ただし、1回線故障の場合はN-1ガイドラインにもとづく一般負担



23３．（将来課題）広域な電制における電制対象の考え方

◼ 現状、多くの電制対象は想定事故発生エリア内の電源であり、エリア外の電源を電制対象としている（広域的な電
制を実施している）ケースは一部のエリアに限られている。その理由としては以下が考えられる。

① 電制による安定化効果が限定的（電圧安定性においては、他エリアの電源制限の効果が少ない等）

② 電制量確保の必要性（エリア内の電源で電制量を十分確保可能でエリア外に拡大する必要がない等）

③ 発電機情報の把握の困難さ（エリア外発電機の再起動時間等の諸元の入手が困難等）

◼ 他方、将来的に系統状況が大きく変化した場合の広域的な系統動揺現象等の課題に対し、広域的に電制対象を
選定することで、より効果的・経済的に合理性の高い電源を選定出来る可能性がある。このため、広域的な電制の
考え方についても整理する必要がある。

◼ ただし、実現には新たなシステム構築が必要となるため、この点も踏まえて検討を進める。



24４．まとめ

◼ アンケートの結果、熱、同期安定性、電圧安定性、周波数の各制約要因別の電制対象選定の考え方は、エリアの
太宗で、以下のとおり効果の高い電源を選定しており、実指令時には、電制量や電制台数が最小となるよう選定し
ている。

➢同期安定性

安定化効果の高い電源として、高出力機、非電制時の内部相差角の増加速度が速い、電
気的距離が遠い電源を選定。

➢電圧安定性

安定化効果の高い電源として、事故後の健全回線への回り込み潮流による無効電力損失の
低減に効果的な電源、電制により系統電圧の改善が図れる電源、潮流低減効果が大きい
電源を選定。

➢周波数維持

周波数維持効果の高い電源として、電源容量が大きい電源を優先的に選定。一部エリアで再
起動の再起動時間を考慮。

◼ 現状、電制対象はエリア内の電源となっているが、広域的に電制対象を選定することで、より効果的・経済的に合
理性の高い電源を選定出来る可能があると考えられる一方、実現には新たなシステム構築が必要であるため、将
来に向けて引き続き検討する。


